
3.1.N4	 社会インフラ・モビリティ応用

3.1.N4.1　金属系構造材料

領域の定義

構造用金属材料に関して、高強度、高靭性、軽量化（高比強度、高比剛性）、耐環境性（耐熱性、耐
食性、耐脆化性など）、易加工性、高耐久性（高疲労強度、耐摩耗性など）、環境調和性（リサイクル性、
有害物質フリー）などの材料特性の向上、および高品質、低コスト、高生産速度など製造技術の向上
をめざす研究開発領域である。

金属組織設計やその具現化を行うプロセス研究、素材や部品の特性を精緻に定量化する評価研究、金
属組織と特性の関係を原理的に解明する解析研究などが主なアプローチである。

ポイント

•	 領域全体および各国の論文数は増加している。2018年ごろまでは、欧州・米国・中国がほぼ同数
で領域をリードしていたが、2019年以降米国の伸びが鈍化、一方中国の伸びが大きい。日本の論文
数は他の調査対象国よりも相対的に少なく、論文数変化率も低い（図3.1-N4.1-1、図3.1-N4.1-2 
b））。

•	 日本のTop1%論文数、Top10%論文数及び相対被引用度（CNCI）は、他の調査対象国と比較し
て低い水準にある（図3.1-N4.1-2 c）、d)、e)）。

•	 論文の企業共著率において日本は9.2%と高く、フランス・韓国に次いで3位である。（図3.1-N4.1-2 
f））

•	 日本で論文数1位の研究機関は東北大学である（世界では22位）（図3.1-N4.1-3 b））。

•	 日本の特許ファミリー件数およびPatent Asset Indexのシェアは、2014年までは2位であったが、
2015年以降は急激な低下傾向にある。ただし、2022年においても中国、米国に次いで3位である（図
3.1-N4.1-4 b）、d）)。

図3.1-N4.1-1　　　金属系構造材料領域における論文数の動向①
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図3.1-N4.1-2　　　金属系構造材料領域における論文数の動向②
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図3.1-N4.1-3　　　金属系構造材料領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N4.1-4　　　金属系構造材料領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N4.2　複合材料

領域の定義

金属やプラスチック、セラミックスなど2種類以上の材料を組み合わせることによって、個々の材料では
持ちえない機能・性能を有する構造材料の創出をめざす研究開発領域である。特に、繊維状の強化材
とマトリックス材を複合化した材料は、均質材料では達成できない高比強度（引張強さ/比重）や高比
剛性（剛性/比重）、高耐熱性などの特性を発揮可能であり、代表的な材料には炭素繊維強化プラスチッ
ク（CFRP）、セラミックス基複合材料（CMC）、セルロースナノファイバー複合材料などがある。

ポイント

•	 領域全体の論文数推移は増加傾向である（図3.1-N4.2-1 a））。

•	 論文数の国別推移に関しては、中国の増加が顕著である。中国に次ぎ、欧州、米国、インドに関し
ても論文数の増加傾向が続いているが、欧州・米国は中国の勢いに押され論文数シェアは減少傾向
である一方、インドは論文数シェアも増加傾向にある。日本の論文数、論文数シェアともインドに次
ぐ5位を保ってはいるが、中国の勢いに大きく離されている。（図3.1-N4.2-1 b）、図3.1-N4.2-2 a)）

•	 Top1%論文数・Top10%論文数においても中国の伸びは顕著である一方、日本は他の調査対象国
に比べて停滞傾向にある（図3.1-N4.2-2 c）、d)）。

•	 国別企業共著率では、フランスが1位で日本、ドイツ、英国、米国と続く（図3.1-N4.2-2 f））。

•	 特許ファミリー件数の各国シェアに関しては、2022年において中国に次ぎ日本は2位である。
Patent Asset Index上位オーナーには、日本企業ではTray（4位）、Toyota Motor（10位）が入っ
ている。（図3.1-N4.2-4 b）、e)）

図3.1-N4.2-1　　　複合材料領域における論文数の動向①
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図3.1-N4.2-2　　　複合材料領域における論文数の動向②
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図3.1-N4.2-3　　　複合材料領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N4.2-4　　　複合材料領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N4.3　ナノ力学制御技術

領域の定義

ナノ力学制御技術とは、材料の力学特性発現機構をナノスケールまで立ち戻って理解し制御することを
目的とした研究開発領域である。材料が本来持つ力学機能を最大限まで引き出し、これまで実現できな
かった高性能・高機能・高耐久な材料の開発および新しい材料設計技術を構築するために重要な技術
である。本領域では、マクロな材料力学特性に関して社会的要請が強い応用技術領域を代表するもの
として、「接着」「摩擦・摩耗」「自己修復」の3つを主に取り上げる。

ポイント

•	 領域全体の論文数は増加しているが、中国以外はほぼ横ばいである。論文数変化率は、日本は米国
と並んで低い一方、中国およびインドが群を抜いて高い。（図3.1-N4.3-1、図3.1-N4.3-2 b））

•	 Top1%論文数・Top10%論文数では中国、米国が上位であり、日本はその他の国々と同等の水準
にある（図3.1-N4.3-2 c）、d)）。

•	 相対被引用度（CNCI）は、値の変動が激しく、毎年調査対象各国の順位も大幅に変動している。（図
3.1-N4.3-2e））

•	 日本の企業共著率は6.8%と調査対象国中で2位である（図3.1-N4.3-2 f））。

•	 日本で論文数1位の研究機関は東京大学である（世界では32位）（図3.1-N4.3-3 b））。

•	 特許ファミリー件数およびPatent Asset Indexは年々増加している。中国の急増に伴い、各国のシェ
アは低下傾向にある。 Patent Asset Indexにおいて、中国が2019年に1位になっているが、それ
以外の順位は米国-ドイツ-日本と大きな変化はない。（図3.1-N4.3-4 b）、d)）

図3.1-N4.3-1　　　ナノ力学制御技術領域における論文数の動向①
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図3.1-N4.3-2　　　ナノ力学制御技術領域における論文数の動向②
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図3.1-N4.3-3　　　ナノ力学制御技術領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N4.3-4　　　ナノ力学制御技術領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N4.4　パワー半導体材料・デバイス

領域の定義

高効率の電力変換を可能にする電力制御用半導体素子（パワーデバイス）を、その応用技術とともに
研究開発する領域である。現在主流のSiパワーデバイスの性能向上に加え、SiC、GaN、Ga2O3、ダ
イヤモンドなどワイドギャップ半導体の結晶品質向上、ウェハの大口径化、物性制御、デバイス構造、
作製プロセスなど、材料・デバイス技術に関する研究開発課題がある。さらに、受動部品や制御技術、
実装技術、応用技術など、システム化に関する研究開発課題もある。

ポイント

•	 領域全体の論文数は2018年頃まで5年で2倍のベースで増加していたが、その後は飽和傾向にあ
る。2018年にトップになった中国、米国、欧州、日本も最近4年間の論文数はほぼ一定である。（図
3.1-N4.4-1）

•	 中国の論文数が大幅に増加したことで日米欧の論文数シェアは減少しており、近年中国と欧米の論文
数シェアは同程度になっている（図3.1-N4.4-2 a））。

•	 中国のTop1%論文数・Top10%論文数は年々増加し、欧州を抜いてトップの米国に近づいている（図
3.1-N4.4-2 c）、d)）。

•	 論文の企業共著率は欧州（スイス、ドイツ、フランス）、日本が多い（図3.1-N4.4-2 f））。

•	 多くの国で共著率のトップは米国だが、中国との共著率が多い国（英国、カナダ、オーストラリア）
もある（図3.1-N4.4-3 a））。

•	 論文執筆者数は各国とも年々増加しているが、中国の増加割合が大きく、2016年頃からトップになっ
ており、h5-index上位100位の研究者数も欧米と同程度になっている（図3.1-N4.4-3 c）、d)）。

•	 領域全体の特許ファミリー件数は単調に増加している。日本のシェアが急速に低下して2021年に中
国に逆転されたが、Patent Asset Indexではまだトップを保持している。（図3.1-N4.4-4 b）、d)）

•	 Patent Assent Indexトップ3のオーナーは欧州（infineon：パワー半導体）、日本（三菱電機：パワー
半導体）、韓国（サムソン：半導体）の企業であり、シリコンパワー半導体のトップメーカーが占めて
いる（図3.1-N4.4-4 e））。

図3.1-N4.4-1　　　パワー半導体材料・デバイス領域における論文数の動向①
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図3.1-N4.4-2　　　パワー半導体材料・デバイス領域における論文数の動向②
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図3.1-N4.4-3　　　パワー半導体材料・デバイス領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N4.4-4　　　パワー半導体材料・デバイス領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N4.5　磁石・磁性材料

領域の定義

材料物性としての磁性には様々な種類があるが、ここでは、モータや大電力用途などのパワーエレクト
ロニクスに関係の深い強磁性材料を取り上げる。強磁性材料には保磁力の高い永久磁石材料と、保磁
力がゼロに近い軟磁性材料がある。

モータの高性能化の鍵を握る永久磁石用の強磁性材料には、高い保磁力および飽和磁束密度と、－
50℃から200℃といった環境温度での動作安定性が求められるのに加え、資源制約にかからない元素
からなることが望まれる。さらに、機械強度、電気抵抗といった機械的・電気的性能も重要な物性であ
り、特に後者はモータの高速回転時には界磁の時間変化により誘導される渦電流損および磁石の発熱
の抑制に重要である。一方、インバータ用コイル、変圧器磁心、モータの磁路、電磁波シールドなどに
用いられる軟磁性材料は、強磁性体（フェロ磁性体、フェリ磁性体）の中で、比較的簡単に磁極が消
えたり反転したりする材料であり、保磁力（抗磁力）が低く高い透磁率を有し、高い飽和磁束密度と高
周波での低い損失といった特性が望まれている。磁性材料の性質は組成だけでなく材料組織にも大きく
影響されるため、ナノからメソに至るまでの材料構造制御技術や製造プロセス技術上の開発課題がある。

ポイント

•	 領域全体の論文数はこの10年で緩やかな増加傾向にある。国別では、中国、インドの増加が目立つ。
（図3.1-N4.5-1 a）、図3.1-N4.5-2 a)、b)）

•	 論文の企業共著率は日本が最も高い（図3.1-N4.5-2 f））。

•	 論文数上位機関5位以内に、日本から2機関（東北大学（3位）、東京大学（5位））が入っている（図
3.1-N4.5-3 b））。

•	 領域全体の特許ファミリー件数は10年で2倍のペースで増加している（図3.1-N4.5-4 a））。

•	 特許ファミリー件数シェアは中国の増大が目立つ。日本は2019年に中国に首位を奪われた。一方
Patent Asset Indexのシェアでは、2022年時点で日本は首位を維持している。（図3.1-N4.5-4 b）、
d)）

•	 Patent Asset Indexオーナー上位5機関のうち4機関が日本企業である（図3.1-N4.5-4 f））。

図3.1-N4.5-1　　　磁石・磁性材料領域における論文数の動向①
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図3.1-N4.5-2　　　磁石・磁性材料領域における論文数の動向②
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図3.1-N4.5-3　　　磁石・磁性材料領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N4.5-4　　　磁石・磁性材料領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー

460 CRDS-FY2024-FR-01CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書　　論文・特許データから見る研究開発動向（2024年）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
分
析

（
研
究
開
発
領
域
別
）

3


